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川崎市中部学校給食センター整備等事業 ＰＦＩ事業 中間評価   

 

Ⅰ 事業の全体像 

 

 

 

１ 事業概要 
（１）施設名称 川崎市中部学校給食センター 

（２）事業概要 本市では、平成 25年 11 月に「川崎市立中学校給食の基本方針」を策定し、中学校給食推進

会議や中学校給食推進連絡協議会等で検討を重ね、早期に安全・安心で温かい中学校給食を実

施することを目的とした「川崎市立中学校完全給食実施方針」を平成 26年 10 月に策定した。

中学校完全給食の実施により、学校給食を生きた教材として活用することで、これまでに行わ

れてきた学校での食育をさらに充実させていく方針である。 

そこで、本事業においては、川崎市中部学校給食センターに係る設計・建設・維持管理・運

営業務を包括的に発注することにより、民間のノウハウを活用し、サービスの向上、経費削

減、財政負担の平準化等を図るため、ＰＦＩ事業として事業を実施したものである。 

（３）事業期間 平成 27（2015）年 12 月 15 日～令和 14（2032）年３月 31 日 

※平成 29年 12 月～ 完全給食実施 

（４）事業方式 ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式 
（５）選定方式 総合評価一般競争入札方式 
（６）事業主体 株式会社川崎中部ＳＬＳ 

（構成：株式会社グリーンハウス、株式会社梓設計、株式会社熊谷組、株式会社合人社計画研

究所、株式会社アイホー） 

※企業名称は、提案時のもの。 
（７）契約金額 当 初：11,186,444,195 円 

現 在：11,238,712,765 円（令和４年４月１日時点） 

（８）支払方法 施設整備費相当額：3,602,886,872 円 ※施設整備費相当額のうち一括支払分（800,408,000 円）

については、給食センター等の引渡し後に一括払い 

開業準備分：84,464,640 円（開業準備完了後一括払い） 

維持管理運営分：7,551,361,253 円（各年度分割払い） 

（令和４年４月１日時点） 

（９）ＶＦＭ 特定事業選定時：約 4.71％ 事業者選定時：約 5.62％ 

（10）サービス対価

以外の事業者の収益 

なし 

（11）事業範囲及

び業務内容の概要 

≪設計及び建設に関する業務≫ 

①事前調査業務、②設計業務、③建設・工事監理業務、④調理設備調達・搬入設置業務、⑤コ

ンテナ・食器かご等調達業務、⑥施設備品等調達業務 

≪開業準備業務≫ 

≪維持管理に関する業務≫ 

①建築物維持管理業務、②建築設備維持管理業務、③附帯施設維持管理業務、④調理設備維持

管理業務、⑤食器食缶等維持管理業務、⑥施設備品等維持管理業務、⑦清掃業務、⑧警備業務 

≪運営に関する業務≫ 

①日常の検収業務、②給食調理業務、③洗浄業務、④配送・回収業務、⑤残渣等処理業務、 

⑥献立作成支援業務、⑦食育支援業務、⑧その他運営業務の関連業務 

なお、以下の業務については、市が実施する。 

〇設計及び建設に関する業務 

・提出書類・進捗状況等の確認等、・食器食缶等調達業務、・配膳室整備業務、・配膳業務に伴う

備品類の調達業務 

〇維持管理に関する業務 

・大規模修繕業務、・食器食缶等の更新業務、・配膳室及び配膳業務に伴う備品の維持管理業務 

〇運営に関する業務 

・献立作成・栄養管理業務、・食材調達業務、・食材検収業務、・食育業務、・食数調整業務、 

・配膳業務、・広報業務、・給食費の徴収管理業務、・配送校の調整業務 

（12）施設の概要 所 在 地：川崎市中原区上平間 1700 番地 373 

敷地面積：7,186 ㎡  地域地区等：第一種中高層住居専用地域及び第一種住居地域 

建ぺい率：60％  容積率：200％ 

延床面積：4,753 ㎡  建築面積：3,320 ㎡ 

構  造：鉄骨造地上 2階 

主要施設：【給食エリア】 

荷受・検収室、下処理室、洗浄室、上処理室、煮炊き調理室、和え物室、 

揚物・焼物室、アレルギー対応調理室、炊飯室、コンテナ室等 

【事務エリア】 

市職員用事務室、事業者用事務室、更衣室、会議室、運転手控え室等 

供給能力：１日当たりの最大食数 10,000 食（うちアレルギー対応食は最大 100 食） 

配送校数：幸区、中原区、高津区、宮前区及び多摩区に立地する市立中学校のうち 14 校 

 

 

資料１－３ 

２階 平面図 

配置図・１階 平面図 
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２ 事業実施スケジュール 

実施方針の公表 平成 26 年 11 月７日 

特定事業の選定 平成 27 年２月 12 日 

入札公告 平成 27 年３月 25 日 

落札者の決定 平成 27 年９月３日 

基本協定書の締結 平成 27 年９月 30 日 

仮契約の締結 平成 27 年 10 月 30日 

議決・契約の締結 平成 27 年 12 月 15日 

開業準備 平成 29 年９月１日 

完全給食実施 平成 29 年 12 月１日 

 

３ 設計業務、施工・工事監理業務のモニタリング／完工確認 

（１）モニタリング方法及び内容                             【事業契約書】 

設計業務 事業者は、施設の基本設計及び実施設計の各業務の完了後、速やかに各設計図書を市に提

出。 
市は、提出された設計図書の内容が事業契約書等に適合しないことを認めたときは、事業

者に修正を要求することができる。 
施工・工事監理業務 事業者は、工事監理者を通じて、設計業務完了後建設期間中、毎月一定日までに、市に建

設等業務の進捗及び施工状況について報告。 
市は、建設等業務の進捗及び施工状況等を確認するため、随時、立入調査を行うことがで

き、設計図書等の内容を逸脱していることが判明した場合、事業者に対して是正勧告を行

うことができる（事業者は、これに従わなければならない。）。 
市は、事業者から完工検査等の報告を受けた場合、本施設が、設計図書等に適合している

ことを施工記録簿等により（なお、配置、外観等の確認は、設計図書等との照合、施設機

能、施設設備等の確認は試運転等を行い）確認する。 
なお、市は、完工確認の結果、本施設が、設計図書等の内容を逸脱していることが判明し

た場合、事業者に対してこれを修正するよう求める。 
（２）モニタリング結果に伴う措置等 
 （事業）契約書の規定 実施状況 
業務改善要求措置 ●是正の要求 該当なし 
サービス対価の減額等 ●なし ― 

 

４ 維持管理・運営業務に係るモニタリング                        【事業契約書】 
（１）維持管理・運営業務に係るモニタリングの実施方法 
日常モニタリング 事業者は、各業務の遂行状況に関するモニタリング結果に基づき、業務日誌を毎日作成。 

市は、必要に応じて業務日誌等を確認し、業務遂行状況の確認及び評価する。 
定期モニタリング 【月間報告書】 

事業者は、月間報告書を毎月の業務終了後翌月 10日までに市に提出。 
市は、事業者が作成し提出した月間報告書の内容を確認するとともに、必要に応じて給食

センターを巡回し、定めたモニタリング項目に従って、各業務の遂行状況を確認及び評価

する。 
【四半期報告書】 
事業者は、四半期業務報告書を四半期業務終了後翌月 20 日までに市に提出。 
市は、事業者が作成し提出した四半期報告書の内容を確認するとともに、必要に応じて給

食センターを巡回し、定めたモニタリング項目に従って、各業務の遂行状況を確認及び評

価する。 
 

【年間報告書】 
事業者は、年間業務報告書を事業年度終了後 60日以内に市に提出。 

随時モニタリング 市は、必要と認めるときは、給食センターを巡回し、各業務の遂行状況を確認及び評価す

る。 
（２）モニタリング項目（主なもの） 
維持管理業務 
 

・建築物維持管理業務、・建築設備維持管理業務、・附帯施設維持管理業務、・調理設備維持

管理業務、・食器食缶等維持管理業務、・施設備品等維持管理業務、・清掃業務、・警備業務 
運営業務 ・検収補助業務（検収補助、食材等の保管） 

・調理業務（調理、検食、保存食、配缶等） 
・配送業務（配送及び回収） 
・衛生管理業務（洗浄・清掃・個人衛生管理等を含む） 
・研修による衛生管理や調理等に関するサービス水準の維持 
・食育支援その他市との協力に関する事項 

（３）モニタリング結果に伴う措置等                           【事業契約書】 

 事業契約書の規定 実施結果 

業務改善要求措置 〇改善勧告 
【業務不履行】 
レベル１ 不具合がある場合 
レベル２ 給食提供に支障がある場合 
【提供不全】 
レベル３ 指定時刻に配送されなかった場合 
レベル４ 給食の一部が提供されなかった場合 
レベル５ 給食が提供されなかった場合 

Ｈ29：５件（レベル１） 

Ｈ30：１件（レベル１） 

Ｒ元：１件（レベル１） 

Ｒ２：０件（レベル１） 

Ｒ３：２件（レベル１） 

同上：１件（レベル２） 

Ｒ４：１件（レベル１） 

同上：１件（レベル２） 

〇維持管理・運営受託者等の変更 該当なし 

〇契約の解除等 該当なし 

サービス対価の減額

等 
事業者が実施する業務が要求水準未達であることを確認した

場合には、事業者に改善勧告を行うとともに、減額ポイントを

付与する。そして付与された減額ポイントを加算し、四半期分

の減額ポイントが一定値に達した場合には、サービス購入料

を減額する。 

該当なし 

 

６ 契約期間終了時の対応                                【事業契約書】 
（１）施設等の水準 事業者は、維持管理・運営業務の対象となっていた施設及び什器備品等の状態について業

務終了に先立って市の検査及び確認を受ける。 
市は、検査の結果損傷又は汚損等が見られたときは、当該箇所及びその内容を示すととも

に修補を行うように事業者に対して請求することができる。 
（２）その他の取り扱

い 
事業者は、本契約の終了に際して終了日の遅くとも６か月前までに引継資料を市又は市の

指定する第三者へ引き渡すとともに、業務引継ぎに必要な説明その他の協力を行う。また、

事業者等が所有又は管理する施設整備業務に係る工事材料、機械器具、仮設物、その他の

物件があるときは、当該物件を撤去しなければならない。 

 

 

 

５ 業務見直しの仕組み 

 事業契約書の規定 実施状況 
不可抗力により、業務の全部又は一部が履行不能となった場

合には、事業者はその内容及び理由の詳細を記載した書面を

もって直ちに市に通知する。 

該当なし 
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Ⅱ 中間評価の目的と検証内容 

１ 中間評価（効果検証・課題把握）の目的 

本事業は、令和 13 年度末に事業終了を予定しているが、平成 29 年度の運営開始より５か年が経過したことによ

り、川崎市民間活用（川崎版ＰＰＰ）推進方針に基づき、中間的な検証を行うことにより、今後の運営や次期事業

の検討につなげることとする。 

 

２ 本事業の検証 

中間評価においては、本事業のこれまでの報告書等を整理した上で、以下に示す検証のための視点に基づく評価

と把握を行う。 

視点 検証内容 

事業としての評価 ・当初に期待した効果（定性的・定量的）が得られたか 

手法としての評価 ・事業スキーム、リスク分担が妥当であったか 

施設としての評価 ・施設、設備の現況は経過年数（要求水準）に対して適当か 

 

Ⅲ ＰＦＩ手法の適用に至る経過 

１ 背 景 

平成 11 年７月のＰＦＩ法の公布等を踏まえ、外部の有識者からなる川崎市新事業手法検討委員会（平成 12 年７

月より４回開催）において、「川崎市における新事業手法導入に関する基本方針（以下、「川崎版ＰＦＩ基本方針」と

いう）」の策定検討を実施した。平成 13 年１月策定の「川崎版ＰＦＩ基本方針」においては、事業の実施過程の透

明性・公平性を確保する観点に加え、ＰＦＩか従来型かではなく、さまざまな事業手法を比較検討するプロセスを

経ることにより、事業手法の選択性を確保し、諸条件のもとで当該事業に最も適した事業手法を選択していくこと

とした。 

 

２ ＰＦＩ手法採用にあたっての経緯 

民間活力を活かした効率的な手法については、他都市でも給食センターの整備に当たり導入事例が多いＰＦＩ方

式や市立小学校及び市立特別支援学校で導入実績のある公設民営方式を基本として事業手法検討調査を進めた。 

その結果、業務を包括化した性能発注により民間ノウハウが活用でき、サービスの向上、費用削減が期待できる

こと、民間資金の活用により財政負担の平準化が図れること、施設整備に当たり国からの交付金の適用が可能であ

ること、運営期間中も施設が市の所有であるため、施設・設備面に対しても市の関与が容易なこと等から、ＰＦＩ

（ＢＴＯ）方式を事業スキームとして実施するものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 検証内容に応じた評価項目の考え方 

本事業の検証にあたり、「事業」「手法」「施設」の視点ごとに評価を実施するため、評価項目の考え方を以下の通

り整理する。 

１ 事業としての評価 

本事業は、市立中学校の生徒数推計に基づく食数約３万３千食(全５２校)を確保するため、小学校との合築校で

ある東橘中学校及びはるひ野中学校においては合築校舎内の調理場を活用し、犬蔵中学校及び中野島中学校におい

ては同校の敷地内に調理場を設置するとともに、本市特有の細長い地形等を考慮し、限られた市有地を最大限に活

用して、センター方式により調理場を３箇所整備したものである。 

そこで、事業としての評価は、学校給食センターの設置目的が果たされているか否かという点で評価するものと

し、中学校給食に関するアンケート結果、実施給食数の推移を整理し、センター方式による中学校完全給食の実施

とともに、利用者満足度や安定的な給食の提供について、評価を行う。 

 

２ 手法としての評価 

本事業は、民間事業者の創意工夫による、「良質なサービスの提供と川崎市初の中学校完全給食、学校給食センタ

ーの円滑な実現」を期待して、ＰＦＩ手法を導入している。 

そこで、手法としての評価は、まず、事業スキームについて、ＰＦＩ（ＢＴＯ）手法の採用・業務範囲・事業期

間などの観点からの妥当性を評価するものとし、リスク分担の妥当性もあわせて評価するものとする。 

次に、良質なサービスの提供について、一括発注としての質の向上や性能発注に伴う事業者の創意工夫による実

施内容の効果について評価するものとする。 

また、市の財政負担の縮減については、特定事業選定時のＶＦＭ試算に対し、実際に期待されたＶＦＭが達成さ

れているかどうかの検証は総括評価時に行うものとし、ＳＰＣの財政状況を確認することで適正な業務執行による

財政縮減効果となっているか否かを確認する。 

 

３ 施設としての評価 

本施設は、設計・建設から維持管理・運営に至る業務がＰＦＩ事業者の業務内容となっており、施設の引渡しか

ら本契約の終了までの期間を通じて、要求水準書に示された性能を維持するため、維持管理業務計画書に基づき、

施設の修繕・更新を行うとともに、本施設の性能を要求水準書に示す水準として維持したまま契約を終了すること

となっている。そこで、施設・設備の現状について評価を行うこととする。 

具体的には、施設・設備が要求水準を満たす施設となっているかを確認した上で、修繕・更新が必要な箇所につ

いては、適切な補修等がなされている（予定されている）かについて確認する。 

検証内容に応じた評価項目と確認内容（まとめ） 

評価の視点 評価項目 確認内容 

事業として

の評価 

中学校完全給食の実施 
ア センター方式を活用した効果 

イ 川崎らしい特色ある「健康給食の推進」 

利用者満足度 アンケート調査結果 

安定的な中学校給食の提供 実施給食数 

手法として

の評価 

事業スキームの妥当性 
ア 事業手法・方式、事業形態、事業期間 

イ 業務範囲 

効率的な整備実施によるサービスの質の向上 
ア 運営等を意識した設計などの工夫 

イ 安全・安心な給食提供のための業務改善 

財政負担の縮減 ＶＦＭ（財政負担の軽減割合） 

事業経営の安定性 ＳＰＣの財務状況 

リスク分担の妥当性 リスク分担表に基づく対応状況 

施設として

の評価 
施設・設備の現状 

ア 要求水準等との整合 

イ 点検・修繕等の実施状況 

≪ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式≫ 
  民間事業者が施設を設置、完成後に市に所有権を移転し、移転後は民間事業者が維持管理を行う事業方式 

≪ＰＦＩ（ＢＯＴ）方式≫ 
  民間事業者が施設を設置、事業期間中は民間事業者が維持管理を行い、事業終了後に市に所有権を移転する事

業方式 

≪ＰＦＩ（ＢＯＯ）方式≫ 
  民間事業者が、設計、施工、維持管理、運営まで一括して行い、施設の所有権を民間に残したまま、維持管理

運営を実施する。所有権は市に帰属しない。 
 
≪公設民営（ＤＢＯ）方式≫ 
  民間事業者が、設計、施工、維持管理、運営まで一括して行い、市が起債や交付金等により資金調達し、施設

の所有は市が行う事業方式。 
 
≪公設民営方式（長期包括委託方式）≫ 
  市が起債や交付金等により資金調達し、市が施設の建設を行い、運営業務に関して民間事業者に複数年にわた

り包括的に委託する方式 
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Ⅴ 評価項目毎の検討・分析 

１ 事業としての評価に関する検討・分析 

（１）中学校完全給食の実施 

ア センター方式を活用した効果 

（ア）経過等 

本市では、これまで、市立中学校の昼食は、「家庭からのお弁当」を基本とする「ミルク給食」を実施し、

併せて、お弁当が持参できない時にそれを補完する制度として「ランチサービス事業」を実施してきたが、

中学校完全給食の早期実現を求める「市議会の決議」や市民の皆様からの様々な意見・要望を踏まえて、教

育委員会会議において議論を重ねた結果、中学校においても、小学校と同様に「完全給食」を実施すること

が望ましいとの結論に至り、平成 25 年 11 月に「川崎市立中学校給食の基本方針」を決定した。 

 

川崎市立中学校給食の基本方針（平成 25 年 11 月 26 日 教育委員会会議決定） 

１ 早期に中学校完全給食を実施します。 

２ 学校給食を活用した、さらなる食育の充実を図ります。 

３ 安全･安心な給食を提供します。 

４ 温かい給食を全校で提供します。 

 

（イ）川崎市立中学校完全給食実施方針の策定 

中学校給食推進会議や中学校給食推進連絡協議会等で検討を重ね、早期に安全・安心で温かい中学校給食

を実施することを目的とした「川崎市立中学校完全給食実施方針」を平成 26 年 10 月に策定した。 

「川崎市立中学校完全給食実施方針」の中では、給食提供方法を次のとおり示した。 

○ 市有地を活用し、学校給食センターを３箇所設置 

○ 小学校との合築校（東橘中学校・はるひ野中学校）は合築校舎内の調理場を活用 

〇 教育活動に支障を及ぼさない犬蔵中学校・中野島中学校は敷地内に調理場を設置 

⇒これらにより、生徒数の推計に基づく食数約３万３千食を確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中学校完全給食を「自校方式」、「小学校から中学校へ給食を配送する親子方式」又は「中学校から中学校

へ給食を配送する親子方式」により実施するには、多くの学校で衛生管理可能な十分なスペースの確保等が

困難な状況であるため、結果として運動場に調理場を整備するか、又は大規模な改修を行う必要がある。 

そのため、児童生徒の活動場所を制限することなく、教育環境への影響を抑えた上で、国の「学校給食衛

生管理基準」を考慮した広さ・規模を有する調理場を設置することとした。 

 

 

 

 

 

（ウ）実施状況 

平成 29 年１月から東橘中学校、犬蔵中学校、中野島中学校、はるひ野中学校において完全給食を開始する

とともに、同年９月に南部学校給食センター、同年 12 月に中部・北部学校給食センターが稼働し、市立中学

校 52 校全校で完全給食の提供を開始した。センター方式を採用することにより、早期の中学校給食の実施に

大きく寄与した。 

 

イ 川崎らしい特色ある「健康給食」の推進 

給食のコンセプトを「健康給食」と定め、米飯給食中心に野菜を豊富に取り入れた献立や、地場産物を取り

入れた献立を提供し、小中９年間にわたる体系的・計画的な食育を推進することにより、食育の充実の効果を

果たした。 

中学校給食のコンセプト 

中学校給食の目指す姿・・・みんなで創る「健康給食」 

①とにかく「美味しい」中学校給食 
【重点取組項目】 
●「国産食材」にこだわる「主要食材（米、野菜、肉など）国産率 100％」 
●和風の天然だしなど、薄味でおいしい味付けの工夫など 

 
②自然と「健康」になる中学校給食 

【重点取組項目】 
●年間を通した 1 食平均で「国産野菜 125ｇ」が摂れる 
●米飯給食 90％以上、「和」の食生活が自然と身につく「健康給食」 
●適量が分かりやすい食器のデザイン（ご飯盛り付けラインの表示）など 

 
③みんなが「大好きな」中学校給食 

●人気ランキングを定期的に募集し献立に反映 
●生徒と保護者からレシピを募集して、優秀作品は給食献立に採用など 

※「健康日本 21」（厚生労働省）による成人１日あたりの野菜の平均摂取量の目標値は 350g、国産品に限らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 校 方 式 
市が各学校の敷地内に調理場を設置し、当該調理場において自校分の給食を調理する方式。本市立小

学校は、当該方式で実施 

親 子 方 式 
自校内に調理場を持つ学校（親校）が、調理場を持たない学校（子校）の分の給食も調理し、親校か

ら子校へ配送する方式 

セ ン タ ー 方 式 市が市有地等に大規模な調理場を設置し、当該調理場で調理した給食を、複数の学校へ配送する方式 

●南部学校給食ｾﾝﾀｰ 

  約 15,000 食 

（南部市場北側用地） 

●北部学校給食ｾﾝﾀｰ 
約 6,000 食 

（ﾏｲｺﾝｼﾃｨ事業用地） 

●中部学校給食ｾﾝﾀｰ 
  約 10,000 食 
（平間配水所上平間管理公舎用地） 

■小中合築校 
約 500 食 

（はるひ野中学校） 

■小中合築校 
約 1,000 食 

（東橘中学校） 

▲自校方式 
 犬蔵中学校  約 600 食 

 中野島中学校 約 900 食 

 

 １日あたりの平均摂取量の 

１／３以上※ 

献立は、市の栄養士が 

旬の食材を活用しながら 

作成します。 

みんなで創る「健康給食」 

自校方式  犬蔵、中野島 

小中合築校方式  東橘、はるひ野 

センター方式 

南部学校給食センター（対象校 22校） 

大師、南大師、川中島、桜本、臨港、田島、京町、渡田、富士見、川崎、川崎高校附属、 

南河原、御幸、塚越、南加瀬、橘、東高津、宮崎、有馬、宮前平、向丘、菅生 

中部学校給食センター（対象校 14校） 

日吉、平間、玉川、住吉、井田、今井、中原、宮内、西中原、高津、西高津、野川、平、稲田 

北部学校給食センター（対象校 12校） 

枡形、南菅、菅、生田、南生田、西生田、金程、長沢、麻生、柿生、王禅寺中央、白鳥 
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（２）利用者満足度 

学校給食の直接の利用者は各中学校の生徒及び教職員であるが、市では、平成 29 年度に自校調理校、平成 30

年度に学校給食センター配送校（14 校）、令和４年度に各区２校の給食センター配送校、自校調理校４校の生徒

（各学年１クラス）・その保護者・教職員を対象に、中学校給食に関するアンケートを実施した。 

令和４年度のアンケート結果では、生徒の約 90％が給食を「おいしい」と回答としており、保護者の約 96％が

「給食が始まってよい」と回答している。 

 

 
 

 

（３）安定的な中学校給食の提供 

「安全・安心で温かい中学校給食を実施すること」の達成のためには、適切に施設等の維持管理・運営を行い、

自然災害等の不可抗力による事業者及び市のいずれの責めにも帰さないものを除き、学校給食の予定している日

に稼働を止めないことが求められる。 

本事業期間において、新型コロナウイルス感染拡大に伴う臨時休校や学級閉鎖など、本市の事情により給食を

中止したことを除いて、事業者に起因する事情によって学校給食センターの稼働が停止することはなかった。 

実施給食数については、入札説明時点において、前期（平成 29～33 年）は 1,870,000 食／年（通常食：1,851,300

食／年、アレルギー食 18,700 食／年）を見込んでいたが、年度別実施給食数は以下のとおりとなった。 

なお、維持管理・運営業務に係る対価のうち、維持管理・運営期間にわたり市が事業者に対して、提供食数に応

じて変動的に支払うものをサービス購入料Ｅとし、事業者が事業提案において提案した金額（単価）に基づき、

給食提供日毎に確定する提供給食数の四半期毎の合計数に応じて支払っており、変更契約は都度行っていない（契

約変更は、物価変動に基づく改定と消費税率引き上げに伴う改定を行っている。）。 

 

【実施給食数等】 

 

 

 

【生徒数及びクラス数】 

 

 

 

 

２ 手法としての評価に関する検討・分析 

本事業は、川崎市中部学校給食センターに係る設計・建設・維持管理・運営業務を包括的に発注することによ

り、民間のノウハウを活用し、サービスの向上、経費削減、財政負担の平準化等を図るため、PFI手法を用いて整

備することを目的とする。そこで、手法としての評価は、次の観点から検証を行うものとする。 

（１）事業スキームの妥当性 

ア 事業手法・方式、事業形態、事業期間 

（ア）事業手法・方式 

市としては財政負担の平準化がなされ、施設整備に当たり国からの交付金を適用でき、また、一定のＶＦ

Ｍを実現できる見込みであり、財政負担の縮減が図られている。次に、運営期間中も市が施設所有者として

施設・設備面に対して関与が容易なことから事業の安定的な実施が可能となり、施設の所有が市となるＰＦ

Ｉ（ＢＴＯ）方式は、学校給食運営上適切であった。また、事業者にとっても、市からのサービス購入料以

外の収入を得る機会がないため、サービス購入型である本事業の事業類型は妥当であった。 

（イ）事業形態 

本事業が、学校給食センターの建築を含むことを踏まえると、建設、維持管理、調理設備、給食、設計に

携わる事業者で構成されていることが、事業規模・事業範囲に照らし適切であり、ＳＰＣの代表企業のマネ

ジメントも適切に機能し、事業を円滑に問題なく遂行させることができた。 

 

  H29 H30 R 元 R2 R3 

年間運営日数 （日） 61 187 175 172 182 

年間提供食数 

基本食 （食） 425,800 1,393,300 1,342,500 1,331,400 1,404,200 

アレルギー食 （食） 303 1,268 1,173 1,423 1,391 

計 （食） 426,103 1,394,568 1,343,673 1,332,823 1,405,591 

1 日当たり平均提供食数 （食／日） 6,985.3 7,457.6 7,678.1 7,749.0 7,723.0 

 H29 H30 R 元 R2 R3 R4 

生徒数 8,455 8,417 8,420 8,374 8,421 8,569 

クラス数 281 290 287 282 281 287 
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また、ＰＦＩ事業方式の入札手続きにおいて、大方の基本設計を作成した上で入札に係る提案書を作成す

るため、基本設計・実施設計の期間を短期間で行うことができ、この手法の特徴の１つである一括発注が、

設計と工事の連携を可能とし、速やかな共同調理場整備に繋がったといえる。 

※ＳＰＣ：設計から運営まで一括して一社の民間企業に委ね、その事業のためだけに、複数の企業が事業体

を組んで設立する特別目的会社のこと 

（ウ）事業期間 

長期事業期間の確約による参加意欲の創出という事業者募集の観点、設備等の耐用年数や技術の陳腐化等

の社会的変革を踏まえた一定の公共サービスの継続性の観点から 15 年間が妥当であると考える。 

 

イ 業務範囲 

本事業は、約 10,000 食の給食提供を実施する学校給食センターであり、極めて高いレベルでの安全上・衛

生上の配慮が必要である。業務の一括化に伴い、事業者は前もって資材・人材の確保をはじめとする各種準備

を進められ、円滑な事業実施、良質なサービスの提供を実現できたことは評価できる。 

また、川崎市は中学校完全給食、学校給食センターの設置・運営の実績がないが、設計・建設・運営等を一

括して発注することにより、運営事業者が早い段階から事業に関与するようになるため、事業者が中学校給食

に関するアドバイザー的な役割・機能を果たすことにより、安全・安心で温かくておいしい給食の提供を確実

に実施し、特段の問題発生に至らず、適切に業務が遂行されている。 

文部科学省が定める学校給食実施基準において、食品構成を「多様な食品を適切に組み合わせて、児童生徒

が各栄養素をバランス良く摂取しつつ、様々な食に触れることができるようにすること。」とされており、献

立の食材や調理方法の組み合わせについては、市と事業者が連絡・調整することで、事業者の人員不足や調理

設備の能力不足を理由とした大きな制限はなかったことは評価できる。 

なお、学校給食センター整備等事業とは別に配膳業務を委託しているが、次期事業期間の業務範囲に関して

は、長期包括委託契約にする場合は配膳業務を含めるかどうかを含めて検討の必要がある。 

【各業務内容における民間活用の可能性の検討】平成 26 年 10 月 28 日第８回中学校給食推進会議資料 抜粋 

 

 

（２）効率的な整備実施によるサービスの質の向上 

ア 運営等を意識した設計などの工夫 

本件整備・運営業務を一括して民間事業者に委ねることにより、維持管理・運営業務を担う者の意向を踏ま

えた施設整備が可能になるなど、それぞれ分離して発注する場合と比較して、事業の合理化や効率化が図られ

ていることは評価できる。 

また、要求水準に従って高い食品衛生上の安全性が確保された施設が整備されるとともに、計画に基づいた

適切な維持管理が行われ、運営業務においても各種マニュアルによる衛生管理が実施されるなど、給食提供に

影響を及ぼすことなく、要求水準書・事業契約書等に規定されるサービスは概ね適正に履行され、基本方針で

ある「安全・安心な給食の提供」を達成できていることは評価できる。具体的な整備・運営内容は以下のとお

り。 

（ア）安全・安心を確保する衛生管理 

ａ 交差汚染に配慮した動線計画 

・１，２階ともに、給食エリアは、荷受から積込まで後戻りがないワンウェイ連携を軸に諸室の配置を行

い、ストレスのない作業環境を実現。 

・「学校給食衛生管理基準」を遵守し、汚染作業区域・非汚染作 

業区域を明確にしたゾーニング。 

 

 

 

ｂ 外部からの異物等侵入防止 

・給食エリアの外部に接する開口部は、エアカーテン、ドック 

シェルター、風除室等を設置し、防虫・防塵対策を徹底する。 

・非汚染作業区域へは前室のエアシャワーを介してのみ入室できる動線とする。 

・調理室への清潔な空気配給のため、外気取り入れ系統は高性能フィルターを設置。 

・施設内の気圧差を調整し、空気の流れを制御することで、清浄度の高いエリアから低いエリアへの空気

の流入を防止。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ アレルゲン混入防止の徹底 

・アレルギー対応調理室の前室として確認室(1)を設置し、アレルゲン物質の混入 

等を調理前に確認する。 

・誤配を防ぐために、確認室(2)を設置し、配送するものの最終確認をする。 

・空調正圧レベルを施設で最も高くし、空気の流入によるアレルゲン侵入を防止。 

・側面に透明の仕切り板を付けた専用調理台を設置し、調理時の飛散等による他ラ 

インへの混入を防止。 

項目 業務内容 行政の関与度 民間活用 項目 業務内容 行政の関与度 民間活用

献立の作成 直接実施 × 配送・回収 直接実施する必要はない ○

食数の管理 直接実施 × 配膳 直接実施する必要はない ○

残さ及び

厨芥の処理
直接実施する必要はない △

食器・食缶の

洗浄・消毒・保管
直接実施する必要はない ○

給食費の徴収 直接実施 × 保守管理・修繕 直接実施する必要はない ○

調理 直接実施する必要はない ○ 備品の管理・更新 直接実施する必要はない ○

配缶 直接実施する必要はない ○

給食事業

の実施

給食事業

の実施

体制の

構築

 ワンウェイの調理動線 

上処理 配送 荷受 積込 下処理 調理 

アレルギー専用調理台 

 

＜搬入・配送口の機能イメージ＞ 

 

＜エアシャワー＞ 
送風口から出る強い風で、体に付着 
している埃やゴミを落とし、非汚染 
作業区域に外部のゴミ等を持ち込ま 
ないようにする。 
 

 

①靴を履き替える 
②ＡＳで塵埃を除去 
④手洗い・消毒 
⑤オートドアから入室 

【非汚染エリアの入室】 

 

エアシャワー 

【前室】 

ＡＳ 

洗面 

① 靴棚 

③ 

④ 

【非汚染作業区域】 

洗面 

② 
靴棚 

調理方法の工夫（例） 

・回転釜の特性として、水分が飛びにくいので、炒め物などは水分を抜いてから調味料を加えるなど、事業者が献立によ

って細かく対応している。 

・味の調整ができるよう、塩を控えて様子を見て、事業者の総括責任者と栄養士で確認している。また、状況に応じて調

味料の調整が必要な場合なども、事業者が迅速に対応している。 

・事業者は、揚げ物や焼き物のたれがすべての切り身にしっかりかかるよう、１クラスの半分で一度かけ、残りを配缶し

てから２回目のたれをかけており、また、かば焼きなどはたれをしっかり絡めてから提供している。 

設計期間短縮のための民間ノウハウ 

・落札者決定後、SPC の設立作業・事業契約関連作業などと並行し、SPC 自身のリスクで設計準備～基

本設計を開始し、早期の工事着手を可能にするための設計期間を確保 
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（イ）温かくておいしい給食を安定して供給できる設備＜最大 10,000 食対応の主な調理機器＞ 

■フードスライサー（野菜類下処理室） 

・千切りやスライスなど献立に応じた形状にカットが可能。 

■蒸気式回転釜（煮炊き調理室） 

・満水量 400 リットルの大型の回転釜を 17台設置。 

・沸騰時間が短く、調理効率の高い蒸気式で手早く調 

理することが可能。 

■連続式炊飯機（炊飯室） 

・効率が良い大型連続自動炊飯器を配置することで、 

10,000 食のご飯を安定的に供給。 

・急速沸騰により、強力な対流を発生させることにより、 

炊きムラのないおいしいごはんを提供。 

■スチームコンベクションオーブン（揚物・焼物室） 

・熱風と蒸気の組み合わせにより、焼く、蒸す、茹でる 

など多彩な調理を可能とする調理機器。 

・温度や調理時間、芯温、蒸気量、風量など全て液晶 

画面による、メニューに応じた細かな設定が可能。 

（ウ）近隣・環境への配慮 

ａ 近隣の学校への配慮 

・車両出入口は、車両側、歩行者側で互いの存在を認識できるよう、 

パトライト、カーブミラーを設置。 

ｂ 隣接動物愛護センターへの配慮 

・境界から約 16ｍの離隔距離をとった建物配置。 

・異物混入対策を上記のとおり徹底した上で、給気は動物愛護セン 

ター側から行わず、建物中央屋上からフィルターを設けて行う。 

ｃ 省エネルギー・環境配慮 

・高効率照明の採用、再生砕石等エコマテリアルの利用、複層ガラスによる空調 

負荷の低減、光熱水使用量の見える化等、環境配慮技術を導入。 

・回収した残食は、粉砕流し台にて粉砕後、厨芥処理機にて水分を絞り、脱水して減容する。 

（エ）防災設備 

ａ 防災備蓄倉庫 

・災害時に避難所へ物資を補給するための集中型防災備蓄倉庫（40㎡）を設置する。 

ｂ 飲料水の確保 

・緊急遮断弁付受水槽（115ｔ×1台）を設置し、緊急用水栓を 4カ所設 

け、緊急時に受水槽に残っている飲料水を確保。 

ｃ 通信手段等の確保 

・市職員用事務室の電話・インターネット・テレビについては、非常時も 

使用できるよう発電機による電力バックアップを確保。また、LP ガス式 

コンロを設置。 

 

 

 

イ 安全・安心な給食提供のための業務改善 

学校給食センターに配置される市職員が施設を巡回し、業務を監視することにより、安全・安心で温かく美

味しい給食を提供している。市職員の主な施設巡回業務監視内容は次のとおり。 

①学校給食の調理、配食、施設・設備等に関し、指導・助言を行う。 

②調理従事者の衛生、施設・設備の衛生及び食品衛生の適正を期すため、日常の点検及び指導・助言を行う。 

③学校給食の安全確保と内容の向上を期すため、給食の仕上りの確認及び保存食の確認等を行う。 

施設巡回業務監視に加えて、市職員によるモニタリングとして、事業者から提出される報告書の確認、事業

者に対する説明要求等を行い、事業運営の状況や施設及び設備の維持管理の状況を確認し、安全・安心な給食

提供のための改善点等を指摘するとともに、必要に応じて指導・勧告を行った。 

中部学校給食センターの改善勧告の事例を分類すると次のとおりであり、以下の取組などにより、レベル

３、レベル４又はレベル５に該当するような事案は発生していない。 

 

※令和４年度は、第３四半期までの実績 

（ア）給食への異物混入を防ぐ取組 

ａ 食材の検収作業等への対応 

納品された食材は、検収・検品、洗浄や下処理の際に入念に点検を実施することにより、昆虫やプラス

チック片等の異物混入を未然に防いでいる。 

ｂ 食材の包装資材への対応 

ビニール片の混入があった場合には、当日の食材の包装資材を確認することにより原因究明に努めてい

る。さらに、包装資材の開封の仕方など作業フローに問題がなかったかを検証することにより、再発防止

に努めている。 

ｃ プラスケット（食材を入れるかご）の欠片への対応 

プラスケットを台車に乗せる時や釜投入時に、目視によってプラスチックの破損がないかを確認するこ

とに加えて、経年劣化に対し順次交換を実施することにより、プラスチック片の混入防止に努めている。 

ｄ 食器かごのコーティングの剥落への対応 

食器かごは長期間の使用及び洗浄によりナイロンコーティングが劣化して剥落することもあり、その破

片が食器に付着して異物混入の恐れがある。そのため、事業者がささくれた部分を除去したり、再コーテ

ィングをしたりすることにより、コーティングの剥落防止に努めている。 

 

（イ）調理設備の保守管理 

調理設備について、事業者が定期的に点検・メンテナンスを行っているが、想定外の機械の劣化やシステ

ムトラブル等が発生したケースがあった。交換用の部品を予め取り寄せておくなどの事前の対応や、設備担

当者のサポートによる運用対処など、開業後の業務改善の継続により、生徒が給食を喫食できなかった事案

がなかったことは評価できる。 

H29 H30 R元 R2 R3 R4

給食への軽微な異物混入等 5 1 1 0 1 1

業務報告の不備等 0 0 0 0 1 0

給食への異物混入等 0 0 0 0 1 1

その他 0 0 0 0 0 0

レベル３
指定時刻に配送され

なかっ場合

生徒が所定の時刻から給食

を喫食できなかった場合
0 0 0 0 0 0

レベル４
給食の一部が提供さ
れなかった場合

生徒が一部の献立を喫食で
きなかった場合

0 0 0 0 0 0

レベル５
給食が提供されな

かった場合

生徒が給食を喫食できな

かった場合
0 0 0 0 0 0

5 1 1 0 3 2

提供不全

計

区　　分 基　　準

業務不履行

レベル１ 不具合がある場合

レベル２
給食提供に支障があ

る場合

備蓄倉庫 

 

炊飯システムイメージ 

 

 スチームコンベクションオーブン      蒸気式回転釜 

パトライト・カーブミラー 
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（３）財政負担の縮減 

民間資金を活用することで、市は事業期間終了までの間に初期整備費を含めた事業費を分割して支出すること

が可能となり、財政負担の平準化が図られる。 

ＰＦＩ事業におけるＶＦＭ（財政負担の軽減割合）については、総括評価時に事業終了時のＶＦＭを算出し、

特定事業選定時（ＰＦＩ方式の採用を決定した時点）のＶＦＭと比較し、期待した財政負担削減効果が得られた

かを確認する。 

ア 前提条件 

コスト算出にあたって、市が直接実施する場合とＰＦＩ方式により実施する場合の基本条件は以下のとお

り。 

 

【コスト算出にあたっての各方式の基本条件】 

項目 市が直接実施する場合 ＰＦＩ方式により実施する場合 

市の財政負担額の

主な内訳 

収入 

①交付金 

②地方債 収入 

①ＳＰＣからの税収（市税分） 

②交付金 

③地方債 

支出 

①施設整備に係る費用 

・設計・建設費等 

②維持管理・運営に係る費用 

・人件費 

・光熱水費・燃料費 

・点検・補修費 

・備品更新費 

・配送費 等 

③開業準備費 

④地方債に伴う償還金及び支払利息 

支出 

①施設整備に係るサービス購入料 

・一時支払い対価（交付金、地方債） 

・割賦対価（金利手数料等） 

②維持管理・運営に係るサービス購入料 

・人件費（ＳＰＣ職員分） 

・ＳＰＣ運営費 等 

③開業準備費 

④地方債に伴う償還金及び支払利息 

⑤モニタリング費用 

⑥アドバイザー費用 

⑦人件費（市事務職員・市栄養士・市配膳

員分） 

事業期間 

設計・建設期間：平成 27年 12 月から平成 29 年８月まで 

開業準備期間：平成 29年９月から平成 29年 11 月まで 

維持管理・運営期間：平成 29年 12 月から平成 44 年３月まで 

施設概要 

事業用地：川崎市中原区上平間 1700 番８（平間配水所上平間管理公舎用地） 

敷地面積：7,186 ㎡ 

調理能力：１日あたり 10,000 食 

給食提供対象：幸区、中原区、高津区、宮前区及び多摩区に立地する市立中学校のうち 14校 

特定事業選定時において、市が直接実施する場合とＰＦＩ方式により実施する場合のそれぞれのコスト算出方法

は以下のとおり。 

項目 市が直接実施する場合 ＰＦＩ方式により実施する場合 

設計・建設に係る費用 
・施設計画や他事例の実績、聴き取り調

査等に基づき設定した。 
・他事例の実績、聴き取り調査等に基づき、

市が直接実施する場合に比べ一定割合の縮

減が実現するものとして設定した。 維持管理・運営に関する費用 
・他事例の実績、聴き取り調査等に基づ

き設定した。 

資金調達に関する事項※１ 

①交付金※２ 

②地方債 

③一般財源 

①資本金 

②民間借入 

③市からの一時支払対価 

共通条件 割引率：2.5％ 

※１：市が直接実施する場合は、市の資金調達の内訳。ＰＦＩにより実施する場合は、ＰＦＩ事業者の資金調達の内訳。 

※２：学校施設環境改善交付金交付要綱（平成２３年文科施第３号）を基に算定した。 

 

 

イ 算定方法 

上記の前提条件を基に、市が直接実施する場合の市の財政負担額とＰＦＩ方式により実施する場合の市の財

政負担額を事業期間中にわたり年度別に算出し、それらを割引率により現在価値に換算した。 

 

ウ 特定事業選定時及び事業者選定時評価結果 

算定結果により、市の財政負担額を比較したところ、本事業を市が直接実施する場合に比べて、ＰＦＩ方式

により実施する場合は、事業期間中の市の財政負担額が、約 4.71％削減することが見込まれた。 

なお、事業者に移転するリスクについては、データの蓄積がないこと等により厳密な定量化は困難であるた

め考慮していない。 

また、落札者の提案に基づくＰＦＩ事業として実施する場合の市の財政負担見込額を、事業期間全体を通じ

て算出し、現在価値換算額で比較した、事業者選定時のＶＦＭは約 5.62％であった。 

事業終了時のＶＦＭは、今後総括評価の際に算出する。 

 

（４）事業経営の安定性 

毎事業年度にＰＦＩ事業者より提出される財務書類に基づき財務上の健全性等について、コンサルタント事業

者による分析を踏まえたモニタリングを実施している。これまでの財務モニタリング結果から財務上の健全性に

ついて特段の課題等は見受けられない。 

なお、維持管理・運営期間の財務安定性を、毎期の損益計算書による当期純利益及び貸借対照表による繰越利

益剰余金の推移から確認すると下図のとおりである。令和３年度より、収益認識会計基準等を適用しており、令

和３年度の期首の利益剰余金に反映させ、当該期首残高から新たな会計方針を適用している。この結果、令和３

年度の利益剰余金の当期期首残高は、19,412,100 円増加している。 

【当期純利益・繰越利益剰余金の推移】                （単位：百万円） 

 

 

 

 

 
 

 

 

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

繰越利益剰余金 当期純利益

 H27 H28 H29 H30 R 元 R2 R3 

当期純利益 
計画値 -0.4 -1.5 -0.6 3.1 2.6 2.6 2.6 

実績値 -0.4 -1.6 1.3 5.8 4.2 6.2 4.7 

繰越利益剰余金 
計画値 -0.4 -1.8 -2.4 0.7 3.2 5.8 27.8 

実績値 -0.4 -2.0 -0.7 5.1 9.3 15.5 39.6 
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（５）リスク分担の適切性 

本事業における責任分担の基本的な考えは「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施

に関する基本方針」における、責任分担の基本的考え方として、『想定されるリスクをできる限り明確化した上

で、リスクを最もよく管理することができる者が当該リスクを分担する』との考え方に基づき、「（仮称）川崎市

中部学校給食センター整備等事業実施方針」（平成 27年 1月修正版）において「市と事業者が適正にリスクを分

担することにより、より低廉かつ質の高いサービスの提供を受けることを目指すものであり、事業者が担当する

業務については、事業者が責任をもって遂行し、業務に伴い発生するリスクは、原則として事業者が負うものと

する。ただし、市が責任を負うべき合理的な理由がある事項については、市が責任を負うものとする。」とし

た。具体的には、同実施方針で示されているリスク分担表（案）によることとした。 

本事業において想定されるリスクを明確にし、かつ、適切なリスク移転及び官民の役割分担をすることによ

り、事業全体におけるリスクの最適化が図られ、損失の発生抑制、事業の効率化・合理化等の効果があった。 

リスク分担表（案） （仮称）川崎市中部学校給食センター整備等事業 実施方針（抜粋） 

【共通事項】 
リスク 
項目 № リスク概要 リスク分担 

市 事業者 

不可抗力 

リスク 

17 
不可抗力に起因する増加費用及び事業の中断に伴う増加費用その他
損害に関するものの内、一定の金額まで、又、保険等の措置により
合理的にカバーされる損害の範囲を超えるもの 

●  

18 
不可抗力に起因する増加費用及び事業の中断に伴う増加費用その他
損害に関するものの内、一定の金額まで、又、保険等の措置により
合理的にカバーされる損害の範囲のもの 

 ● 

【維持管理・運営段階】 
リスク 
項目 № リスク概要 リスク分担 

市 事業者 
異物混入 
リスク 
（食中毒 
リスク） 

62 
市が実施する食材調達・検収業務における調達食材の異常、異物混
入等 ●  

ア 市が調達した食材における異物混入 

市が調達し食材に異物（虫等）が混入していた場合に、事業者が通常求められる注意・努力を尽くせば発見

でき、洗浄によって混入を防止できたと考えられるものについては、事業者のリスクとなる可能性があること

を確認し、市及び事業者は、いずれもリスク分担に従い適切に対処したと考える。 

イ 新型コロナウイルス感染症対策に伴う市立学校の臨時休業措置 

新型コロナウイルス感染症対策に伴う市立学校の臨時休業措置を踏まえた学校給食センター整備等事業のサ

ービス購入料の取扱については、令和２年２月 28日付け文部科学省からの通知を受け、本市が、感染拡大の

防止の観点から、全市立学校を臨時休業とし、併せて給食停止を決定したものであり、市が負担するリスクと

して対応した。具体的には、サービス購入料Ｄは、提供給食数に関係なく生じる維持管理・運営にかかる費用

であり、事業期間内の総費用を年度ごとに均等割りし、固定された金額（四半期ごとに均等割り）を支払うも

のであるため、減額措置を不要とすることで、パート調理員の雇用の確保につながった。また、サービス購入

料Ｅは、実態として、提供給食数が大幅に減少したことを鑑み、臨時休業期間中の予定給食数については、請

求算定時の給食数から除くものとした。 

ウ 原油価格・物価高騰への対応 

「不可抗力リスク」として整理し、リスク分担表に基づき、対処することを予定している。 

 

これらから、本事業においては、事業期間の中でリスクが顕在化する事態が生じたものの、リスク分担に従い適

切に対処できており、リスク分担は妥当であったと評価できる。 

 

３ 施設としての評価に関する検討・分析 

（１）施設・設備の現状 

ア 要求水準等との整合 

要求水準書においては、事業者は、施設の維持管理について長期的な施設の使用を念頭におき、計画的に修

繕、更新等（予防保全）を実施し、ＬＣＣ（特にランニングコスト）の縮減に努めるため、事業期間中に予想

される修繕・交換ニーズを予め把握し、長期修繕計画（29年４箇月間）を策定することや、毎年度提出される

維持管理業務計画書（建物・設備等の点検・保守等の計画）を作成し、点検等により建物や設備の補修・修繕

等が必要と判断された場合には、適切に対応することが求められている。 

事業者は、建物重点点検を年４回実施し、緊急措置（緊急に補修が必要）及び予防保全対応（早急に補修が

必要）がないかどうかを確認し、いずれも経過観察（状況を見ながらの補修が望まれる）だったため、長期修

繕計画に反映したことは評価できる。 

イ 点検・修繕等の実施状況 

維持管理業務期間（平成 29 年度～令和 13 年度）に発生する修繕業務は、市の帰責事由、不可抗力を除きす

べて事業者の事業範囲としている。 

事業者は、維持管理業務計画書に基づく日常点検及び定期点検により発見された不具合については、給食提

供がない日（土曜日、日曜日、祝日、長期休業期間中等）を利用して修繕を実施しており、また、施設の予防

保全の観点から、給食を継続的に提供することができるような、計画的な修繕を実施していることは評価でき

る。具体的には、給排水衛生設備（加圧給湯ポンプユニット、ヒートポンプ給湯機、厨房除害設備等）につい

て、計画的に（又は運転時間を踏まえ、点検を介して不具合があれば故障、停止前に）部品交換、調整を行っ

ている。 

【令和４年度主な修繕実施状況】 

①建具 

煮炊き調理室 防火扉修理 

②空調換気設備 

野菜上処理室・和え物室・洗浄室・野菜上処理室エアコン修理、屋上排気ファン修理 

③給排水衛生設備 

蒸気ボイラー安全弁取替工事、ボイラー液晶パネル交換 

 

（２）維持管理業務終了時及び終了後の考え方 

市が行う大規模修繕は、維持管理運営業務期間中に実施される維持補修、部分改修のサイクルや各部材の耐用

年数等を踏まえ、20 年目に実施することとして計画している。 

事業者は、事業期間終了後、１年以内に劣化による本施設等の修繕・更新が必要とならない状態とするととも

に、事業期間終了前に本施設が良好な状態に保たれているか、セルフモニタリングを行い、市による検査を受け

ることとしている。 
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４ 事業者アンケート 

ＰＦＩ事業の効果を定性的に評価するための材料として、事業者に対するアンケートを実施した。 

アンケートは、①事業の効果、②リスク分担の適切性、③その他の効果・課題の３つの項目で実施した。なお、

①事業の効果については、事業者選定時の審査項目等を中心に、事業の効果への寄与の状況等を確認した。事業者

からの回答のうち主なものは以下のとおり。 

【①事業の効果】 

建設・設計に関する事項 

 

施設計画の基本方針及び配置計画の適切性 

 

外部の動線計画は適切だったか。 
〇一方通行の動線に問題はありませんでした。ただ廃油業者

のトラックが大きく、事務所前の道が細く運転が難しい時が

見受けられました。 
施設の階層構成に対する考え方（余

裕のある作業スペースを確保した

給食エリアの２層構成などの施設

配置や、運営時のリスクを最小化す

るための工夫）は適切だったか。 

〇オートレーターの連携をしっかりしたことで、開業前に心

配していた連携に対しては運営上問題ありませんでした。 

騒音・臭気に配慮した計画は適切だ

ったか。 

〇排水の臭いなど想像していたほどの異臭はないと感じて

いますが、玉ねぎを炒めた際の臭いに異臭などの報告を受け

ました。 

施設内部のゾーニング・平面計画・動線計画の適切性 

 

基本的な機能や汚染、非汚染作業区

域の考え方、ゾーニング等は適切だ

ったか。 
〇業務の導線など、混乱なく円滑に実施できています。 

施設内部のゾーニング・平面計画・

動線計画については適切だったか。 
〇適切だったと思います。 

施設の利便性、快適性、安全性等 

 

働きやすい施設をつくるための設

備など、職員へ配慮した施設の利便

性や施設の安全性に関する対策と

その効果は。 

〇打ち合わせする部屋を大きくしたことで、休憩等も問題な

く実施できています。 

調理設備計画・調理備品調達計画・施設備品調達計画の適切性 

 
基礎的な配慮事項への対応とその

効果は。 
〇衛生、運営に支障が発生しないよう市栄養士様と打ち合わ

せし、十分対応できています。 

 

維持管理・運営に関する事項 

 

維持管理計画の適切性 

 

維持管理計画の適切性の向上に関

して工夫した点と、その実施結果

は。 

〇業務担当企業に割り振られた役割を認識し、定期的な維持

管理に努めています。また、今年度については過去未実施の

業務を洗い出し実施に努めています。そのため把握していな

い未実施項目はありません。 

運営開始後に講じた対策は。 
〇指摘された事項の対策だけでなく、計画修繕を行うことに

より設備の維持管理に努めています。 

運営計画の適切性 

 

調理業務において、おいしい給食を

提供するための工夫や調理技術向

上に向けた工夫などその実施結果

は。 

〇一例として運営企業から川崎市様にスープにニンジンの

型抜きを入れる提案をし、了承のもと実施しています。アレ

ルギー対応食等にも入れて、少しでも給食を楽しんでもらえ

るようにしています。他に年に一度調理研修を実施し、川崎

市栄養士様にもご参加頂いています。 
衛生管理業務において、衛生管理体

制、外部衛生検査の実施、衛生管理

教育など工夫した点とその実施結

果は。 

〇従事する従業員も多く、毎日のミーティングを実施してい

ます。体調確認を毎日（健康管理表に記入）実施することで

体調不良者が発生していないか、日々確認を実施し体温異常

等の確認もしています。 

配送校の特徴を踏まえた配送計画

や有事への対応策が十分にとられ

ていたか。 

〇配送員からの情報を基に日々の工事情報などを有効活用

し、川崎市様に相談のうえ円滑な配送ができるように日々確

認を実施しています。また学校側依頼である短縮時程等のご

要望にお応えさせて頂いています。当日の道路状況によって

迂回路を設定しているので配送も臨機応変に対応可能です。 

その他、運営計画の適切性の維持・

向上のために運営開始後に講じた

対策は。 

〇調理研修を川崎市栄養士様と相談し、新メニューに対して

の打ち合わせや検証等を実施しています。メニューを考えた

川崎市様側と調理する運営企業との打ち合わせを行い、調理

の内容を整理する等して無理無駄のないように調理業務を

履行しています。 

その他運営補助 

 
食育推進支援業務における市への

協力について、実績は。 

〇コロナウイルスが起きる前は、試食会の支援などを実施し

ていました。他、小学校の給食アンケートのインタビューの

協力、中学校の職場見学の協力等です。 

 

【②リスク分担の適切性】 

ＰＦＩ事業のリスク分担 

 

本事業の実施を受けてリスク分担で改

善すべき点はあったか。 

〇調理設備関連業務に関しては、今のところ問題はありませ

ん。 
〇現在の事業契約書では、新型コロナウイルス感染症の流行

時に発生したような給食提供の完全停止が想定されていな

かったため、維持管理・運営業務対価（サービス購入料Ｄ及

びＥ）の支払（請求）にあたり、同対価における固定費の取

扱いに対する確認協議が発生しました。今後も同様の感染症

が突発的に発生・流行し、すべての給食提供停止が発生する

可能性があることを見据えると、当該事象発生時のリスク分

担（取扱い）を事前に規定しておくことが望ましいと考えま

す。 
市と事業者の契約後、当初想定していな

かったリスク分担に基づく対応はあっ

たか。 
〇特になし。 

 

【③その他の効果・課題】 

その他の効果・課題 

 

ＰＦＩ手法の採用（性能発注、一括発注、

長期契約）によってどのような効果があ

ったか。 
〇特になし。 

事業スキーム上、良かった点や改善すべ

き点は。 

〇現在、政府では、家庭・企業における電気代の負担軽減策

として、政府が電力小売り事業者に支援金を支給し、それを

元に各家庭・企業の電気代負担を軽減させる仕組みを検討

（現時点で詳細未定）されています。このような政府による

経済対策が、サービス購入料改定対象指数の算定期間と同一

期間とならない場合、物価変動の年度平均を算出する期間内
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に、政府支援を受けたことによる価格上昇の抑制期間と、実

勢価格による期間が混在することから、表面上の物価指数を

そのまま適用して年度平均を算定すると、物価変動が適正に

反映されないことになりますので、事前に協議をお願いしま

す。 
〇本事業では、入札年度(事業契約締結年度)からサービス提

供実施年度までの期間における物価変動に対して、事業契約

書にて規定された価格指数の変動をもとに、サービス購入料

を改定する条件（仕組み）が導入されています。同条件では、

実際にサービスを提供する前々年度の価格指数(年度平均)
と、事業契約締結年度の価格指数(年度平均)を比較する仕組

みとなっています(例：令和 4 年度のサービス購入料は、令

和 2 年度の物価変動が反映されています)ことから、社会・

経済状況の急激な変動に伴う物価変動がサービス購入料に

反映されるまで 1 年以上の期間を要する条件となっており

ます。特に近年、大規模自然災害の多発、国際的な政治・経

済情勢の急変、政府による経済対策・金融政策の内容が、国

内物価に大きな影響を与えています。このことから、物価変

動の反映(確認から適用までの)期間は、実際にサービスを提

供する前年度平均や、前年 1 月から 12 月の年平均などへの

変更を検討して頂けますようお願いします。 

 

５ 評価のまとめ 

これまで「事業」「手法」「施設」の視点から検討・分析した結果と、事業者へのアンケート結果も踏まえ、視点

ごとの評価を行うとともに、これらを総合して、本事業のＰＦＩ事業としての中間評価を行う。 

 

（１）事業としての評価 

≪検討・分析結果のまとめ≫ 

○平成 26年 10 月に「川崎市立中学校完全給食実施方針」を策定し、平成 29 年１月から東橘中学校、犬蔵中

学校、中野島中学校、はるひ野中学校において完全給食を開始するとともに、同年９月に南部学校給食セン

ター、同年 12月に中部・北部学校給食センターが稼働し、市立中学校 52校全校で完全給食の提供を開始し

たことは、早期に完全給食の提供を開始していると言える。 

○児童生徒の活動場所を制限することなく、教育環境への影響を抑えた上で、国の「学校給食衛生管理基準」

を考慮した広さ・規模を有する調理場を設置したことは、安全・安心な給食を提供していると言える。 

○給食のコンセプトを「健康給食」と定め、米飯給食中心に野菜を豊富に取り入れた献立や、地場産物を取り

入れた献立を提供し、小中９年間にわたる体系的・計画的な食育を推進することにより、食育の充実を図っ

ていると考える。 

○「令和４年度中学校給食に関するアンケート」の「給食は、『おいしい』ですか。」という設問について、生

徒の約 90％が給食を「おいしい」と回答しており、平成 29年度のアンケート結果よりも『おいしい』割合

がアップしていることは、日々の調理データを取り、当該施設及び献立に応じた作業を標準化することによ

り、『とにかく「美味しい」中学校給食』というコンセプトに沿った給食を提供できていると考える。 

○本事業期間において、新型コロナウイルス感染拡大に伴う臨時休校や学級閉鎖など、本市の事情により給食

を中止したことを除いて、事業者に起因する事情によって学校給食センターの稼働が停止することはなく、

支障なく事業実施ができた。 

以上のことから、事業としては、本事業の目的は概ね果たされており、適切な対応がなされていると言える。 

 

（２）手法としての評価 

≪検討・分析結果のまとめ≫ 

○市が献立を作成し、事業者が調理を行うという業務範囲に関しては、献立の食材や調理方法の組み合わせに

ついては、市と事業者が連絡・調整することが必要となる。事業者の人員不足や調理設備の能力不足を理由

とした大きな制限がなかったことは安定的に給食を提供することにつながっており、業務範囲は適切であっ

たと考えられる。 

○本件整備・運営業務を一括して民間事業者に委ねることにより、維持管理・運営業務を担う者の意向を踏ま

えた施設整備が可能になるなど、それぞれ分離して発注する場合と比較して、事業の合理化や効率化が図ら

れており、包括発注の効果が認められる。 

○要求水準に従って高い食品衛生上の安全性が確保された施設が整備されるとともに、計画に基づいた適切な

維持管理が行われ、運営業務においても各種マニュアルによる衛生管理が実施されるなど、給食提供に影響

を及ぼすことなく、要求水準書・事業契約書等に規定されるサービスは概ね適正に履行され、また、市職員

によるモニタリングにより、安全・安心な給食提供のための改善が行われているなど、民間活用の効果が認

められる。 

○民間資金を活用することで、市は事業期間終了までの間に初期整備費を含めた事業費を分割して支出するこ

とが可能となり、財政負担の平準化が図られた。 

○毎事業年度にＰＦＩ事業者より提出される財務書類に基づき財務上の健全性等について、コンサルタント事

業者による分析を踏まえたモニタリングを実施している。これまでの財務モニタリング結果から財務上の健

全性について特段の課題等は見受けられない。 

○物価変動リスクに係る改定基準（指標等）についての意見があがっており、今後類似事業を進める上で参考

にすべきものであると考えられる。 

以上のことから、手法としては、ＰＦＩ手法を導入したことで、施設の設計と維持管理・運営の両面での効

果、市の財政負担の平準化など、多方面の効果があったと言える。 

 

（３）施設としての評価 

≪検討・分析結果のまとめ≫ 

○建築物及び建築設備については、長期修繕計画及び毎年の維持管理に関する事業計画書に基づき、適正に点

検、保守、修繕を実施している。事業者は、日常点検等で不具合の兆候が見られた段階で予防的に修繕を実

施するなど、要求水準書で定められている予防保全を基本とした維持管理が行われていると認められる。 

以上のことから、施設としては、要求水準書に沿って施設の維持管理・修繕が適切になされていると言える。 

 

（４）まとめ 

本事業は、川崎市では初めてとなる、中学校完全給食、学校給食センターの設置・運営であり、安全・安心で

温かくておいしい給食を確実に実現すること、また、事業者の創意工夫やノウハウを活用し、リスクの最適化や

業務の効率化等を期待して、ＰＦＩ事業として実施したものである。 

これについては、（１）～（３）で整理したとおり、「事業」「手法」「施設」のいずれの視点においても一定の

効果があると言えることから、本事業をＰＦＩ事業として実施したことにより、当初期待したとおりの効果が得

られたものと考える。 

 


